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　人口減少に伴う市税や普通交付税の減少等によって、日田市の財政状況は年を追うごとに厳しくなっていくことが見込まれ
ます。こうした状況に適切に対応していくため、歳入の確保に努めながら、事業費の精査をこれまで以上に徹底するなどの取
組みを強化し、持続可能な財政運営に努めます。

財政の健全化に向けて

　経常収支比率とは、税など自治体が自由に使える収入に対し公債費や
人件費、扶助費といった経常的に必要な費用の占める割合のことで、家計
に例えると、給料などのような毎月決まって得られる収入に対して住居費や
光熱水費、ローンの返済などのような毎月確実に支出しなければならない
経費の割合のことです。この比率が低いほど、財政構造が弾力性に富んで
いるとされています。

経常収支比率
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　令和10年度までの試算では、納税義務者数の減などによって市税が減少し、また、普通交付税についても国勢調査人口
の減に伴う影響などから減少が見込まれ、歳出の抑制を行っても財源不足が生じます。その財源不足を補うため、３基金を取
り崩すことになり、残高が減少します。
　また、市債残高については、災害復旧事業や施設の更新などの普通建設事業によって各年度で変動があり、償還額が借
入額を上回る年度もありますが、推計期間を通じて残高は増加する見込みです。
※３基金残高とは、財政調整基金・減債基金・退職手当基金の３つの基金を合算した額のことです。

３基金残高と市債残高（市の借金）の推移
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日田市の財政推計　普通会計

　この推計は、令和５年度の決算見込額及び事業実施計画を基礎に、以下の目的で試算したものです。
①健全な財政運営のために必要となる令和６年度から令和10年度までの５か年の予算編成の基礎的資料とするため
②中期的視点から、日田市総合計画における施策・事業を進める際の財源の目安とするため
③市の将来の財政状況を市民に公表し、本市の行財政運営に対する理解をお願いするため
※ 将来の予算額を決定したものではありません。

財政推計の目的等

区分 令和６年度
①

令和10年度
②

差し引き
②-① 概要

市税 80.3 78.6 △1.7

個人市民税・法人市民税・固定資産税・軽自動車税などの合計です。
全体としてはコロナ禍以前の水準に回復していますが、納税義務者数の減、
経年減価による既存家屋及び償却資産の評価額の減を見込み、市税全体
では減少する見込みです。

地方交付税 119.2 117.5 △1.7
全ての自治体が一定水準のサービスを提供できるように、国から交付され
るお金です。国勢調査人口の減少による影響などによって、推計期間を通
じて減少する見込みです。

国県支出金 82.3 71.9 △10.4
市が行う事業に対して、国や県から補助金等として交付されるお金です。
建設事業や災害による影響が大きく、推計期間中に新清掃センターの建設
を見込んでいるほか、各事業費の増減に伴い、各年度で変動します。

市債 41.2 30.0 △11.2

建設事業や災害復旧事業などを行うときに国や金融機関から借入するお
金です。国県支出金と同様、建設事業や災害による影響が大きく、推計期
間中に新清掃センターの建設を見込んでいるほか、各事業費の増減に伴い、
各年度で変動します。

その他 59.6 52.5 △7.1 水郷ひた応援基金や森林環境譲与税基金等の、特定目的基金からの繰
入れなどを見込んでいます。

歳入総額 382.7 350.4 △32.3 ※財政調整基金・減債基金・退職手当基金からの繰入額は含めていません。

（単位：億円）歳入

※総額は、端数処理のため内訳と一致しない場合があります。

区分 令和６年度
①

令和10年度
②

差し引き
②-① 概要

人件費 58.0 57.3 △0.7

特別職・一般職の給与や議員報酬です。令和６年度以降は職員数が維
持される見込みとしています。
※ 退職手当は、令和６年から令和10年の推計期間中、0.8億円～3.7億

円を見込んでいます。

扶助費 79.0 71.3 △7.7
高齢者・障がい者等に対して行う様々な支援や生活保護費、少子化対策
等の経費で、障害福祉関連はサービス利用者増等から増加を見込みます
が、児童関連費用は児童数の減少に伴い、給付費等は減少する見込みです。

公債費 40.2 42.8 2.6 借入を行った市債の元利償還金の支払いに要する経費で、新清掃センター
の建設に伴う借入の償還によって増加する見込みです。

投資的経費 80.5 56.2 △24.3

建設事業や災害復旧等に要する経費です。災害の影響や施設の更新等に
よって各年度で変動し、推計期間中に新清掃センターの建設を見込んでい
ます。また近年の災害の激甚化・頻発化に鑑み、災害は今後も起こり得る
ことを想定し「令和2年7月豪雨災害」における復旧費を参考に、各年度に
復旧事業費を計上しています。

その他 127.4 129.5 2.1
公共施設の管理経費や補助金、積立金等の経費です。災害に備えるため
の災害対策基金については「投資的経費」で各年度に復旧事業費を計上
していますが、災害が発生しなかった場合は基金への積み立てを検討します。

歳出総額 385.0 357.1 △27.9

（単位：億円）歳出

　市では将来の財政見通しを明らかにするため、令和６年度から令和10年度までの今後５か年の財政推計を作成し、市ホー
ムページに掲載しています。今号では、その中から主な内容についてお知らせします。
※ 普通会計とは一般会計と特別会計の一部（診療所事業・給水施設事業・住宅新築資金等貸付事業）を一つの会計として

まとめたものです。
問財政課財政係☎㉒８６３４（市役所４階）


